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第第第第１１１１章 農村災害復旧専門技術者制度章 農村災害復旧専門技術者制度章 農村災害復旧専門技術者制度章 農村災害復旧専門技術者制度についてについてについてについて

第第第第１１１１節 農村災害復旧専門技術者制度節 農村災害復旧専門技術者制度節 農村災害復旧専門技術者制度節 農村災害復旧専門技術者制度にににに至至至至るるるる経緯経緯経緯経緯

１１１１．．．．平成平成平成平成１６１６１６１６年災害年災害年災害年災害のののの災害復旧業務災害復旧業務災害復旧業務災害復旧業務にににに係係係係るるるる問題点問題点問題点問題点

平成１６年の農地・農業用施設の災害は、被害額で2,600億円を超え、昭和

５７年に次ぐ戦後２番目の大きな規模であった。これらは、新潟県中越地方を

襲った最大震度７を記録した地震、過去最多の上陸数１０個を記録した台風等

による災害で、被害箇所数もおよそ１２万箇所におよぶものであった。このよ

うな大規模災害を受けた場合の地方公共団体の問題点として、災害対応能力に

は自ずと限界があることがはっきりした。特に地震被害の大きかった新潟県が

実施したアンケート調査資料から問題点を見てみると、災害の初期にあたる地

震発生後１週間は、被災市町村の農林課関係の約４割の担当職員が被災住民の

対応に追われ、本来業務である農地・農業用施設災害の情報収集ができなかっ

たと回答している。

また、県の職員では、約７割の職員が地震発生当日又は翌日には登庁し被災

状況の応援の情報収集に努めたが、応援作業の中で困ったことは、「宿舎と現

場が遠く移動時間が長く掛かった」、「職員間の引継ぎがうまくいかず、手戻

りが多かった」、「災害用語が分からなかった」、「写真の撮り方が分からなか

った」等災害に不慣れな状況が伺われるものになっている。

その後の災害復旧業務に関しては、県内の応援職員だけでは対応できなかっ

たことから、各都道府県へ応援職員の派遣依頼を行っているが、他都道府県か

ら多くの派遣申し入れがあっても、被災市町村等において受け入れ体制（現地

案内者、査定準備作業スペース・機材、宿泊施設等）が整わないため申し入れ

を断わざるを得ない状況もあったことが報告されている。一方、他県からの応

援職員を受け入れた市町村では、被災地近隣での宿舎確保が困難であったため、

被災現地からかなり遠い宿舎となって被災調査に長距離の移動を強いたことや

査定設計書作成作業では、「査定設計書作成にあたっての考え方が統一されて

いなかったこと」、「現地の土地勘がなく苦労したこと」、「内業する作業スペ

ースが狭く支障になったこと」等の問題点が上げられている。なお、応援職員

の主な業務は、被災現地の測量、設計及び積算業務等査定設計書作成等災害査

定に向けた業務であった。
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また、台風２３号で甚大な被害を受けた兵庫県がまとめた災害記録誌から災

害復旧の状況を見てみると、応援職員の主な業務は新潟県とほぼ同様査定設計

書作成作業の応援であったが、「被災市町への支援内容や支援方針を決めるの

に時間を要した」、「災害担当の経験の無い職員を派遣する必要が生じた」こ

とや、被災市町では査定計画の策定や市町内での体制整備が遅延し、「査定最

終日まで査定設計書作成に追われたこと」、「業務を受注したコンサルタント

では、測量班と設計班との連携不足により、写真撮影や測量に手戻りが生じる

事態があったこと」、「査定設計書の不備により査定がまともにできない状況

があったこと」等突然の大災害に見舞われて被災現地が混乱した状況にあった

ことが報告されている。

２２２２．．．．農業農村整備事業農業農村整備事業農業農村整備事業農業農村整備事業のののの効率的実施効率的実施効率的実施効率的実施にににに係係係係るるるる検討会検討会検討会検討会のののの報告報告報告報告

平成１６年災害を受けて災害復旧事業に係る上記以外のさまざまな問題点も

明らかになったことから、平成１７年度に農林水産省農村振興局では災害復旧

事業について、学識経験者等の第三者委員に諮り災害復旧事業のあり方につい

て検討を行った。
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この中で、大規模災害や災害が頻発した場合に迅速に災害査定に対応するた

めの検討課題として、査定設計書の作成業務と災害査定が集中する状況の中で

自治体の技術者の経験不足が顕在化している状況等に対する対応をどうする

か、近年の集中豪雨の発生頻度が増加傾向にあることや東海地震等の大地震の

発生が懸念されている状況を踏まえ、被災地への支援体制の一層の充実が必要

との議論がなされた。
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この結果、検討課題の支援体制の確保として、被災地の災害復旧を支援する

体制の充実として「農村災害復旧支援士」（仮称）等の組織化に向けた提言が

なされており、報告書（平成１８年２月）には、次のように述べられている。

「「「「災害復旧事業災害復旧事業災害復旧事業災害復旧事業」」」」報告書報告書報告書報告書のののの災害復旧災害復旧災害復旧災害復旧をををを支援支援支援支援するするするする体制体制体制体制のののの充実充実充実充実のののの関係部分抜粋関係部分抜粋関係部分抜粋関係部分抜粋

３．被災地の災害復旧を支援する体制の充実

（１）技術職員の応援体制

大規模災害発生時には、被災市町村の復旧に携わる技術職員が不足することから、

全国規模の自治体等の技術職員による応援派遣体制が構築されており、平成１６年

には延べ２，８３１人・日の技術者が派遣された。

これらの自治体職員等の応援派遣は被災市町村にとって大きな支援となっている

が、膨大な災害復旧業務を円滑に行うためには長期に亘る派遣が望ましく、交替す

る場合にも十分な引き継ぎが行われるよう留意して応援派遣体制を整備する必要が

ある。

（２）農村災害ボランティア活動

阪神淡路大震災を契機として、災害対策基本法や防災基本計画の中でも「ボラン

ティアによる防災活動の環境整備」を図るよう位置付けられており、現在、自治体

の農業農村整備事業経験者を中心として「農村災害ボランティア活動」の取り組み

が行われ、平常時のため池等の農業用施設の点検活動などを実施している。（参考

５）
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（参考５）農村災害ボランティアの活動状況

「農村災害ボランティア活動」については、現在全国の１４道県で取り組まれ

ており、これを早期に全国に広げるとともに、平常時だけでなく災害発生時におい

ても、被災地支援が行えるよう取り組みを強化する。

このため、まず各都道府県毎に受け入れ態勢としての事務局を早期に立ち上げ、

全国自治体の災害復旧事務経験者（都道府県：約２，９００名、市町村：約９，７

００名）に農村災害ボランティア活動に取り組んでもらえるよう要請し、体制の整

備を図る。

なお、災害発生時のボランティア活動にあたっては、被災地の受け入れ態勢に十

分配慮し、上記の都道府県事務局と連携を密にとり、交通手段、食事、宿泊等の手

配を自ら行っていくこと及び被災状況の調査等において自らが二次災害に遭うこと

の無いよう十分な安全確認を行うことを基本とする。

（３）「農村防災支援士」、「農村災害復旧支援士」（仮称）の組織化

近年、記録的な集中豪雨が頻発し、大規模地震の発生も懸念されるなど、災害に

対する備えの一層の強化が求められている。そこで、前記の「農村災害ボランティ

ア活動」を継続しつつ、それを発展させる形として、防災や災害復旧に関する一定

の知識、技能等を有した「支援士」を人材として登録し組織化を図る。

具体的には、農業農村整備事業の関係者の中から、防災や減災について知識や技

能を持つ地域のリーダーとなる人材を登録しておき、地域に根ざした防災・減災活

動を日常的に実施する「農村防災支援士」（仮称）を組織化する。

また、全国の災害査定経験者等の中から人材を登録しておき、大規模災害発生時

に現地に赴いて、被災自治体の災害復旧担当者に災害復旧事務についての指導・助

言を行う「農村災害復旧支援士」（仮称）を組織化する。（参考６）
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（参考６）農村防災支援士、農村災害復旧支援士（仮称）の組織化（案）

３３３３．．．．農業農村整備事業農業農村整備事業農業農村整備事業農業農村整備事業のののの効率的実施効率的実施効率的実施効率的実施にににに係係係係るるるる検討会報告検討会報告検討会報告検討会報告のののの具体化具体化具体化具体化

農業農村整備事業の効率的実施に係る検討会報告を受けて、農村振興局防災

課では、全国９ブロックにおいて、道府県等から要望の聞き取り調査を実施し

た。

この中で、支援体制の組織化の実現へ向けての要望が強かった「農村災害復

旧専門技術者」（農村災害復旧支援士の名称を変更）について、災害復旧にお

ける支援体制を構築することとした。この支援体制を構築するにあたり、平成

１４年度から実施している「災害支援技術強化対策事業」において整備してい

る全国規模での災害応援体制や農村災害ボランティア等の活用が図られること

や農業土木の基礎技術を持っている会員である都道府県土地改良事業団体連合

会の活用を図ることが有効適切であると判断され、中央において、会員の取り

まとめを行っている全国土地改良事業団体連合会に協力が求められたところで

あり、これに対し、全国土地改良事業団体連合会では、積極的に協力し、計画

的かつ一元的に災害復旧事業の支援強化を図ることとしたものである。

平成１８年度から農村災害復旧専門技術者の認定を行っており、平成２４年

３月までに２，９７８名が認定を受けている。

また、平成１９年度からは農林水産省の補助を受け、全国土地改良事業団体

連合会が農村防災・災害復旧指導体制強化事業を実施しており、モデル県での

活動モニタリング、課題抽出、対応方針の検討など、全国のボランティア活動

の強化を図っているところである。
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第第第第２２２２節 農村災害復旧専門技術者節 農村災害復旧専門技術者節 農村災害復旧専門技術者節 農村災害復旧専門技術者のののの役割役割役割役割

農地・農業用施設の災害復旧事

業の事業主体を調べてみると、そ

のほとんどが市町村となっている

（グラフは H19~23の平均で東日本

大震災の影響により H18～22の平

均、都道府県0.4%、市町村98.9%

に比べ都道府県の割合が増加。）。

市町村等の災害復旧事業の国への

申請等は一括して都道府県で行わ

れるが、その災害復旧申請に係る

計画概要書等の作成業務は災害を

受けた市町村で行われている。

近年、災害が多発する傾向にあ

るが、市町村では技術者等の不足

から、都道府県からの指導はあるものの大規模災害発生時や災害復旧経験が少

ない市町村の場合には、災害復旧に迅速かつ適切に対応できる体制が十分に取

られていない状況が見受けられる。

実際、平成１６年の梅雨前線豪雨、台風２１号及び２３号、新潟中越地震に

よる災害では、災害を受けた多くの市町村は被害が甚大であったことから、十

分な体制で災害復旧に対応することができなかったことは第１節で述べたとお

りである。

このため、災害復旧を迅速かつ的確に進めるための体制として、全国土地改

良事業団体連合会は、災害復旧を経験し、災害復旧等に関する豊富な技術経験

を持っている方を「農村災害復旧専門技術者」として認定することとし、市町

村の災害復旧業務を側面から支援する体制を整備することとしたものである。

なお、従来の農村災害ボランティアについても引き続き重要な役割を有して

おり、災害復旧の専門知識の有無を問わず、農業土木技術全般の知見に基づく

支援が期待されている。

この「農村災害復旧専門技術者」は、原則的には災害を受けた市町村等から

の要請に基づき、主として次の支援活動を行うものとしている。

１）一般に大規模災害発生時には、県内外から被災市町村に職員の派遣等の応援

が行われるケースが多いが、それだけでは十分に対応できない業務や技術面を

支援することとしている。これは、不足する人員を補足し被災市町村と連携し

て迅速に対応するという面と、災害に不慣れな市町村（担当者、応援技術者、

コンサルタント）に対して技術的助言を行う面の両方がある。

２）また、被災地等に在住する農村災害復旧専門技術者にあっては、他の都道府

県、市町村等からの応援技術者（行政等の職員及び農村災害復旧専門技術者）

に対し、被災地域特有の災害の状況や災害復旧工法等の情報提供等を行う。

都道府

県

3.8%

市町村

94.5%

その他

1.7%

事業主体別申請割合事業主体別申請割合事業主体別申請割合事業主体別申請割合

(H19～～～～23平均平均平均平均)



- 8 -

第第第第３３３３節 農村災害復旧専門技術者節 農村災害復旧専門技術者節 農村災害復旧専門技術者節 農村災害復旧専門技術者のののの具体的活動具体的活動具体的活動具体的活動

農村災害復旧専門技術者は、次の事項に関し、当該都道府県・市町村の災害

担当者等と連携を図りながら活動を行うものとする。

１１１１．．．．農地農地農地農地・・・・農業用施設農業用施設農業用施設農業用施設のののの被災状況等被災状況等被災状況等被災状況等にににに係係係係るるるる情報提供等情報提供等情報提供等情報提供等

被害状況報告書（速報）等の作成に必要な被災状況の把握、写真撮影等に関

し、市町村災害担当者、コンサルタント等に対する技術面での助言・指導を行

うとともに、必要に応じ可能な範囲でそれらを実践し調査結果としてとりまと

め、市町村担当者へ提供する。

具体的には、農地・農業用施設災害の現場において

①災害復旧事業採択の対象となりうる範囲

②被害状況の写真撮影

等に関し、技術的な助言・指導を行うとともに、必要に応じ可能な範囲で写真

撮影を支援・実践する。

２２２２．．．．応急措置応急措置応急措置応急措置にににに係係係係るるるる技術支援技術支援技術支援技術支援

被災した農地・農業用施設への応急対策や地域の安全確保を図るための具体

的措置について、市町村担当者等へ技術的な助言を行う。

また、被害拡大・二次災害の防止の観点から、専門家の派遣要請の要否につ

いて、市町村担当者等に対し助言を行う。

具体的には、

①応急工事の必要性・工法の検討

②専門家の派遣要請の要否

等に関し、技術的な助言を行う。

３３３３．．．．市町村市町村市町村市町村のののの災害復旧業務災害復旧業務災害復旧業務災害復旧業務にににに係係係係るるるる技術支援技術支援技術支援技術支援

災害復旧業務に係る調査・測量・設計書作成等に対する技術的な検討、災害

復旧制度の運用等に関して、市町村災害担当者等へ助言を行う。

具体的には、

①復旧工法の検討

②査定設計書の作成方法

等に関し、技術的な助言を行う。

４４４４．．．．応援技術者応援技術者応援技術者応援技術者へのへのへのへの技術支援技術支援技術支援技術支援

特に、被災地等に在住する農村災害復旧専門技術者にあっては、地域に精通

していることから、現地の地理的な状況、被災地域独自の復旧工法、被災施設

の既存資料等当該地域に特有の災害復旧に関する留意事項等の情報を応援技術

者に提供することにより、応援技術者が円滑に活動できるよう支援を行う。

５５５５．．．．そのそのそのその他派遣要請自治体他派遣要請自治体他派遣要請自治体他派遣要請自治体からのからのからのからの要請要請要請要請にににに基基基基づくづくづくづく事項事項事項事項
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上記の他に自治体からの要請を受けた場合は、自らの判断により支援を行う。

第第第第４４４４節 農村災害復旧専門技術者節 農村災害復旧専門技術者節 農村災害復旧専門技術者節 農村災害復旧専門技術者のののの責務責務責務責務

農村災害復旧専門技術者は、次に掲げる責務を有する。

①被災市町村等からの要請を受けた支援活動を行うこと。

②講習会の受講等による技術の研鑽に努めること。

③現地支援を行った場合は、助言内容（必要に応じ日報等の整理を含む）等

を登録している事務局へ報告すること。

第第第第５５５５節 農村災害復旧専門技術者認定規定節 農村災害復旧専門技術者認定規定節 農村災害復旧専門技術者認定規定節 農村災害復旧専門技術者認定規定

全国土地改良事業団体連合会では、農村災害復旧専門技術者を認定するため、

平成１８年度に認定規定を制定しており、現在の内容は以下のとおりとなって

いる。

なお、この規定の第５条に基づき、平成１８～２３年度に認定した農村災害

復旧専門技術者は、全国で２，９７１名となっている。

農村災害復旧専門技術者認定規定農村災害復旧専門技術者認定規定農村災害復旧専門技術者認定規定農村災害復旧専門技術者認定規定

制定 平成１８年１１月２２日

改訂 平成２２年 ４月２８日

（主 旨）

第 1 条 本規定は、全国土地改良事業団体連合会（以下「全土連」という）が実施する災

害復旧技術向上のための講習（以下「講習」という。）及び農村災害復旧専門技術

者認定(以下「技術者認定」という。) に必要な基本的事項を定める。

（目 的）

第 2 条 技術者認定は、大規模災害時等における災害復旧への対応に対する技術支援が求

められている状況にあることに鑑み、災害復旧業務経験者を対象とした講習と相俟

って、農地、農業用施設等の災害復旧に関する制度、技術に精通し、それら災害復

旧の実務に関する高い技術力を有する者を農村災害復旧専門技術者(以下「専門技

術者」という。）として認定し、もって、地方公共団体等が行なう災害復旧への迅

速かつ的確な対応を支援する体制の強化を図ることを目的とする。

(専門技術者の活動)

第 3 条 専門技術者は、農地、農業用施設等の災害発生時等に地方公共団体等からの要請

に応じて次に掲げる活動を行う。

１） 被災状況調査に関する支援・助言

２） 災害復旧に関する技術的助言

３） その他地方公共団体等の災害復旧に関する支援、助言

(認定委員会)

第 4 条 全土連会長（以下「会長」という）は、第2 条の目的を達成するために、学識経

験者等で構成する農村災害復旧専門技術者認定委員会（以下「認定委員会」という）
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を設置し、次の事項について意見を求める。

１） 専門技術者の認定に関する事項。

２） 講習及び技術者認定の運営及び実施計画に関する事項。

３） その他第2 条の目的を達成するために必要な事項。

２ 委員会は会長が委嘱した者をもって構成する。

３ 委員長は、委員の互選により選出する。

４ 認定委員会には、作業部会を置くことができる。

(講習及び認定)

第 5 条 会長は、認定委員会の意見を踏まえて、講習及び認定を行う。

２ 講習は、次により行うものとする。

１） 講習は災害復旧業務経験者を主たる対象として実施する。

２） 講習の受講申し込みは、会長が定める期日までに「災害復旧技術向上のための講

習会」申込書（様式１）を会長に提出して行う。

３ 会長は、都道府県土地改良事業団体連合会等が、認定委員会の意見を踏まえて実

施する講習をもって第2 項に規定する講習に代えることができるものとする。

この場合、前項の講習の受講申し込みは、本項の講習を実施する者が定める申込

書の提出をもって行うことができることとし、講習を実施する者は申込者のリスト

を全土連に送付することとする。

４ 全土連は、本条第2 項及び第3 項の講習を受講した者に修了証を発行することが

できる。

５ 認定は、次により行うものとする。

１） 認定を申請できる資格者は、公共事業の設計、積算、施工等の実務経験が10 年

以上（うち農業農村整備事業にかかる期間が５年以上）で、且つ次のいずれかに該

当し、講習を受講した者とする。

① 災害査定官経験者

② 農地、農業用施設等の災害査定に係る業務（査定・随行で３日以上の業務を１回

とする。）の経験３回以上に該当する者

③ 行政、団体等における農地、農業用施設等の災害復旧担当４年以上に該当する者

④ 農地、農業用施設等の災害復旧設計書作成(技術士、農業土木技術管理士、ＲＣ

ＣＭ（農業土木）のいずれかの資格を持ち管理技術者として）3 件以上に該当す

る者

２） 認定申請の申し込みは、会長が定める期日までに、本条第2 項または第3 項の講

習修了証の写し、小論文及び申込書類（様式２、３及び４）を会長に提出して行う。

（認定証の交付及び有効期間）

第 6 条 会長は、前条第5 項第2 号の規定により提出された書類を審査し、認定委員会の

意見を聞いて定める基準以上の成績を得た者に対して認定証（様式5）を交付する。

２ 認定証の効力は、交付を受けた日から5 年間を経過した年度の末日までとする。

（認定の更新）

第 7 条 会長は、専門技術者からの申し込みを受けて認定の更新を行う。

２ 認定の更新は、次により行うものとする。



- 11 -

１） 認定の更新は、第5 条第2 項または第3 項の講習を2 回以上受講（現認定証の有

効期間の前期（第１から3 年度）と後期（第4 及び5 年度）に各1 回以上、ただし、

同一年度の受講は、その回数にかかわらず、受講回数1 回とする。）した専門技術

者を資格者とする。

ただし、上記にかかわらず、認定期間中に次のいずれかに該当する者は認定の更

新の資格者とみなす。

① 専門技術者として第3 条 １） または ２） の活動を行った者

② 災害復旧を行う際に必要な知識等に関する研修テキストを全土連または全土連が

指定する者に請求して入手し自己学習（現認定証の有効期間の前期（第１から3

年度）並びに後期（第4 及び5 年度）の区分ごとに各1 回以上。）を継続した者

２） 認定の更新申請の申し込みは、認定証の有効期間が終了する年度において会長が

定める期日までに、申込書類（様式６）に前号の講習の修了証の写しまたは受講を

証する書類を添えて（前号ただし書きの資格者にあっては該当する活動等の内容を

記載して）、会長に提出して行う。

３ 専門技術者が、やむをえない事由により本条第2 項第1 号の講習を受講できなか

った場合においては、その理由を記した書面を会長に提出し、会長の指定する期間

内に講習を受講することにより、認定の更新を申請することができる。

４ 会長は、認定の更新申請に不備があると認められる場合を除いてこれを受理し、

本条第 2 項第 1 号の更新の資格を満たす者について、認定証の効力を5 年間延長

する。

（事務局）

第 8 条 本事業の円滑な推進を図るため、全土連内に事務局を設け、次に掲げる事務を行

う。

１） 認定委員会及び作業部会の開催に関する事務

２） 講習及び技術者認定に関する事務

３） その他本事業を円滑に推進するために必要な事務

（規定に定めのない事項の処理）

第 9 条 規定に定めのない事項及び疑義を生じた事項については、会長が処理する。

付 則

（経過措置）

第 1 条 平成18 及び19 年度に専門技術者の認定を受けた者については、既認定証の有効

期間の4 または5 年度に1 回、また、平成20 年度の認定者については、既認定証

の有効期間に2 回（第2 から4 年度に1 回、並びに、第4 または5 年度に1 回）の

講習（第7 条第2 項１号に掲げる講習（ただし書きを含む）に限る）を受講するこ

とにより、第7 条に掲げる回数の規定にかかわらず、認定の更新に要する資格をえ

ることができることとする。
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